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子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ 

 

 

日本通信株式会社（以下、「当社」という）は、2011 年 11月 23日に開催した取締役会において、当社子

会社として設立を予定しているＪＣＩエンタープライズネットワーク株式会社（以下、「子会社」という）

の発行済株式の 60％を丸紅株式会社（以下、「丸紅」という）に譲渡することを決議し、本日、同社との

間で株式譲渡契約を締結しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 譲渡の理由 

当社は、2011年11月28日に公表した開示資料「日本通信、法人直販データ通信サービス事業の売

却準備として会社分割」でお知らせしたとおり、コンシューマ市場に戦略をシフトし、SIM 製品を

中心に積極的に事業を展開しています。そのため、法人直販サービスについては、自社単独ではな

く、強力なパートナー企業と一体となって取り組んでいくことを目指し、パートナー企業の選定お

よび交渉を進めてまいりました。 

今般、この既定戦略に基づき、丸紅と法人直販サービスに関するパートナーシップについて合意に

至り、上記会社分割で設立予定の新設会社株式の60％を同社に譲渡することを決定したものです。 

 

当社が上記会社分割で設立予定の新設会社は、本件株式譲渡により、丸紅と当社との合弁会社とな

ります。この合弁会社は、当社が現在提供している法人直販サービスを承継するほか、これを基盤

として、多くの法人ユーザーに向けてデータ通信サービスを拡販してまいります。 

 

詳しくは、本日付で丸紅と共同で公表するプレスリリース「丸紅と日本通信、共同でＭＶＮＯ事業

を展開」をご参照ください。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１）商号 ＪＣＩエンタープライズネットワーク株式会社（注） 

（２）事業内容 電気通信サービス（法人直販データ通信サービス） 

（３）設立年月日 2012年2月1日（予定） 

（４）本店所在地 東京都品川区南大井六丁目25番3号 

（５）代表者の役職・氏名 未定 

（６）資本金の額 15百万円 

（７）大株主及び持株比率 当社100% 

   （注）丸紅の資本参加後、変更となる予定です。 



 
 

 

 

３． 株式譲渡先の概要 

（１）商号 丸紅株式会社 

（２）事業内容 国内外のネットワークを通じて、食糧、食品、繊維、資材、紙パルプ、

化学品、エネルギー、金属資源、機械、金融、物流、情報関連、開発

建設その他の広範な分野において、輸出入（外国間取引を含む）及び

国内取引の他、各種サービス業務、内外事業投資や資源開発等の事業

活動を多角的に展開しています。 

（３）設立年月日 1949年12月1日  

（４）本店所在地 東京都千代田区大手町1丁目4番2号 

（５）代表者の役職・氏名 代表取締役 取締役社長  朝田 照男 

（６）資本金の額 

（2011年9月30日現在） 
262,686百万円 

（７）純資産額 
（2011年3月31日現在） 

831,730百万円（連結） 

（８）総資産額 

（2011年3月31日現在） 
4,679,089百万円（連結） 

（９）大株主及び持株比率 

（2011年9月30日現在） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）      5.97%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）         4.34%

ジェーピー モルガン チェース バンク 380055              4.15%

株式会社損害保険ジャパン                               3.23%

明治安田生命保険相互会社                               2.41%

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS              2.01%

東京海上日動火災保険株式会社                            2.01%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）    1.83%

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー   1.77%

株式会社みずほコーポレート銀行                         1.73%

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

（１０）当社との関係等 

 

取引関係 該当事項はありません  

 

４．譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式数の状況 

（１）譲渡前 600株（議決権の数：600個）（所有割合：100%） 

（２）譲渡株式数 360株（議決権の数：360個）（所有割合：60%） 

（３）譲渡後 240株（議決権の数：240個）（所有割合：40%） 

（４）譲渡価額 492百万円 

（５）譲渡価額の算定根拠 EBITDAマルチプルの方式で算出しています。 

 

５．異動の日程 

（１） 取締役会決議日  ：2011年11月23日 

（２） 株式譲渡契約書締結日：2011年11月30日 

（３） 株式譲渡実行日 ：2012年2月1日、または当社と丸紅が別途合意する日 

 

６．業績に与える影響 

本株式譲渡により、当社には株式売却益として約450百万円の利益が発生する見込みですが、



 
 

 

当社の子会社（合弁会社）に対する売上等の取引も発生することから、本株式譲渡が当社の

業績に与える影響は、現時点では明らかではありません。今後、開示すべき事項が発生した

場合は速やかにお知らせいたします。 

 

以上 

 

 

■日本通信について 

1996年5月24日、日本通信は新たなモバイルサービス事業のあり方を提示するため生まれました。それから13

年の歳月を経て、2009年３月、NTTドコモとの相互接続により「MSO事業モデル」を完成させ、それから２年弱

でこのモデルの収益性を実証しました。ネットワークを効率的に運用する当社独自の先端技術やリアルタイムの

認証技術などによって、ユニークな通信サービスをつくりだし、自社b-mobileブランド製品をお客様に提供す

るMVNO事業、及びメーカーやインテグレータ他のパートナー企業に提供するMVNE事業を展開しています。 

MSO=Mobile Service Operator 

 


